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付則  

台東区は、東に隅田川、西に上野の台地を擁し、江戸文化を基調とし、由緒ある寺社や

四季折々の風物など貴重な歴史的資産に恵まれている。  

江戸から東京へと培われた豊かな歴史、伝統、文化は、このまちに暮らす人々の多彩な

想いを集積して、他に類のない、個性ある生活空間を形成してきた。  

それぞれの時代を経て育まれたまちの情景は、かけがえのない区民共通の財産であり、

まちの景観を形づくる重要な資源となっている。  

景観資源を引き続き守り育てることはもとより、英知と創意を結集し、独特の情景を醸

し出した風格ある都市景観を創出することは、私たちに課せられた責務である。  

ここに台東区は、区民と協働して、それぞれの地域の特性を活かしながら、新たな都市

景観を創出し、調和のとれた潤いのある良好な景観の形成を進め、これを次世代に継承し

ていくため、この条例を制定する。  

第1章 総則  

 

(目的 ) 

第1条 この条例は、景観法 (平成16年法律第110号。以下「法」という。 )の規定に基づく

景観計画の策定や行為の規制等について必要な事項を定めるとともに、台東区 (以下「区」

という。)、区民等及び事業者の責務を明らかにするほか、届出対象行為に係る事前協議

などについて必要な事項を定めることにより、区、区民等及び事業者が協力して、愛着

の持てる潤いのある良好な景観の形成を進め、もって快適な都市環境の実現と区民文化

の向上に資することを目的とする。  

 



(定義 ) 

第2条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。  

(1) 良好な景観の形成 地域特性や人々の思いを尊重して、安全で住みよい台東区らし

い景観を守り、育て、新たに創造することをいう。  

(2) 建築物 建築基準法 (昭和25年法律第201号 )第2条第1号に規定する建築物をいう。  

(3) 工作物 建築基準法第88条に規定する工作物及び台東区規則 (以下「規則」という。)

で定めるものをいう。  

(4) 屋外広告物  屋外広告物法 (昭和24年法律第189号 )第2条第1項に規定する屋外広告

物及び規則で定めるものをいう。  

(5) みどり 樹木、樹林、生け垣、草花、草地及び水辺地をいう。  

(6) 区民等  区内に住所を有する者及び区内に居住する者並びに区内の土地又は建築

物に関する権利を有する者をいう。  

(7) 事業者 区内で商業、工業、建設業その他の事業活動を行う者をいう。  

(8) 公共事業  国、東京都及び区が施行する土木建築に関する事業をいう。  

 

(基本理念 ) 

第3条  区、区民等及び事業者は、みどり、歴史的・文化的資源及び観光資源などを活か

すとともに、地域の個性ある街並みを育み、区民等が愛着を持てる、潤いのある良好な

景観の形成に向けて取り組まなければならない。  

 

(区の責務 ) 

第4条 区は、法第2条に定める基本理念及び前条に定める基本理念 (以下これらを「基本理

念」という。)にのっとり、良好な景観の形成の推進に必要な施策を総合的に実施するよ

う努めるものとする。  

2 区は、前項の施策の実施に当たっては、区民等及び事業者の意見が十分反映されるよ

う努めるものとする。  

3 区は、公共施設の整備に当たっては、良好な景観の形成に対する先導的役割を果たす

よう努めるものする。  

4 区は、区民等及び事業者の良好な景観の形成に関する意識の高揚を図るため、知識の

普及その他必要な措置を講ずるものとする。  

 

(区民等の責務 ) 

第5条  区民等は、基本理念にのっとり、良好な景観の形成に関する理解を深め、自ら良

好な景観の形成に努めなければならない。  

2 区民等は、区が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。  

 



(事業者の責務 ) 

第6条  事業者は、基本理念にのっとり、良好な景観の形成に関する理解を深め、土地の

利用等の事業活動に関し、自ら良好な景観の形成に努めなければならない。  

2 事業者は、区が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。  

 

(財産権の尊重及び他の公益との調整 ) 

第7条  区長、区民等及び事業者は、良好な景観の形成の推進に際し、関係者の所有権そ

の他の財産権を尊重するとともに、他の公益との調整に留意しなければならない。  

 

(国等に対する要請 ) 

第8条  区長は、必要と認めるときは、国若しくは他の地方公共団体又はこれに準ずる団

体に対し、区が推進する良好な景観の形成に関して協力を要請するものとする。  

 

(東京都又は関係区市町村との協議 ) 

第9条  区長は、良好な景観の形成を総合的かつ効果的に推進するために必要があると認

めるときは、東京都知事又は関係区市町村の長に対し、協議を求めることができる。  

2 区長は、東京都知事又は関係区市町村の長から、良好な景観の形成を推進するために

必要な協議を求められたときは、これに応ずるものとする。  

 

第2章 景観計画の策定等  

 

(景観計画の策定 ) 

第10条 区長は、良好な景観の形成を推進するため、法第8条第1項に規定する景観計画 (以

下「景観計画」という。 )を定めるものとする。  

2 区長は、景観計画を定めようとするときは、あらかじめ第36条に規定する東京都台東

区景観審議会 (同条第1項を除き、以下「景観審議会」という。 )の意見を聴かなければな

らない。  

3 前項の規定は、景観計画の変更 (規則で定める軽微な変更を除く。 )について準用する。 

 

(景観基本軸等 ) 

第11条 区長は、景観計画の区域 (法第8条第2項第1号の景観計画の区域をいう。以下同じ。)

内において、次に掲げる地区を指定することができる。  

(1) 景観基本軸  

(2) 景観形成特別地区  

2 前項第1号の景観基本軸 (以下「景観基本軸」という。 )は、次に掲げる特徴的な景観が



連続する地域のうち、区における良好な景観の形成を推進する上で、特に重点的に取り

組む必要がある地区とする。  

(1) 河川に沿った地域  

(2) 道路、鉄道等の交通施設に沿った地域  

(3) 前2号に掲げるもののほか、別に区長が定める地域  

3 第1項第2号の景観形成特別地区 (以下「景観形成特別地区」という。)は、次に掲げる景

観資源を含む地域のうち、区における良好な景観の形成を推進する上で、特に重点的に

取り組む必要がある地区とする。  

(1) 歴史的価値の高い施設及びその周辺地域  

(2) 観光の振興を図る上で特に重要な地域  

(3) 前2号に掲げるもののほか、別に区長が定める地域  

4 景観基本軸及び景観形成特別地区における法第 8条第2項第2号の良好な景観の形成の

ための行為の制限に関する事項は、景観基本軸又は景観形成特別地区ごとに定めること

ができる。  

 

第3章 行為の規制等  

 

(行為の届出 ) 

第12条 法第16条第1項第1号から第3号までに掲げる行為をしようとする者は、規則で定

めるところにより、区長に届け出なければならない。  

2 法第16条第7項第11号の条例で定める行為は、次に掲げる行為とする。  

(1) 仮設の建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の変更  

(2) 法第16条第1項第1号から第3号までに掲げる行為 (同項第2号に掲げる行為にあって

は、規則で定める工作物に係る行為に限る。 )のうち、規則で定める規模以下のもの  

3 前項第2号の規則で定める工作物及び規則で定める規模は、景観計画の区域内において

定められた地区ごとに定めることができる。  

 

(特定届出対象行為 ) 

第13条 法第17条第1項の条例で定める行為は、次に掲げる行為とする。  

(1) 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは

模様替又は色彩の変更  

(2) 工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは

模様替又は色彩の変更  

 



(事前協議 ) 

第14条 第１２条第１項の規定による届出又は屋外広告物の表示、設置、改造、移設、外

観の過半にわたる色彩の変更若しくは外観の過半にわたる修繕若しくは表示方法の変更

（以下「屋外広告物の表示等」という。）を行おうとする者は、あらかじめ規則で定める

ところにより、区長に協議しなければならない。  

2 東京都景観条例 (平成18年東京都条例第136号 )第20条の協議を要する場合については、

前項の規定は、適用しない。  

3 区長は、第 1 項の規定による協議があったときは、当該協議をした者に対し、必要な

指導又は助言を行うことができる。  

 

(景観計画の区域内における指導 ) 

第15条 区長は、景観計画において法第8条第2項第2号の良好な景観の形成のための行為

の制限に関する事項を定めたときは、当該行為の制限に適合しない行為をしようとする

者又はした者に対し、当該行為の制限に適合させるため、必要な措置を講ずるよう指導

することができる。  

 

(勧告の手続等 ) 

第 16 条 区長は、法第１６条第３項の規定による勧告のほか、次に掲げる者に対し、期

限を定め、必要な措置を講ずるよう勧告することができる。  

(1) 第１４条第１項の規定による協議を怠った者又は虚偽の内容により協議を行った

者 

(2) 前条の規定による指導に従わない者  

２ 区長は、法第１６条第３項の規定による勧告又は前項の規定による勧告をしようとす

るときは、あらかじめ景観審議会の意見を聴かなければならない。  

３ 区長は、法第１６条第３項の規定による勧告又は第１項の規定による勧告を受けた者

が正当な理由なくその勧告に従わないときは、その旨を公表することができる。  

４ 区長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該勧告を受けた者に対し、

意見を述べ、証拠を提示する機会を与えなければならない。  

 

(変更命令等の手続 ) 

第17条 区長は、法第17条第1項又は第5項の規定により必要な措置を命じようとするとき

は、あらかじめ景観審議会の意見を聴かなければならない。  

 

(景観に関する情報提供 )  

第18条 法第16条第1項第1号から第3号までに掲げる行為を行う者は、法令等の規定によ

り当該行為に関して地域住民に説明する義務がある場合は、景観に関する情報について



併せて説明しなければならない。  

2 法第16条第1項第1号から第3号までに掲げる行為を行う者は、法令等の規定による説明

義務がない場合であっても、景観に関する情報を掲示その他の方法で地域住民に適切に

提供するよう努めなければならない。  

 

(行為完了の報告 ) 

第19条  法第１６条第１項若しくは第２項の規定による届出又は屋外広告物の表示等を

した者は、当該届出に係る行為又は屋外広告物の表示等が完了したときは、規則で定め

るところにより、区長に報告しなければならない。  

 

(公共事業景観形成指針 )  

第20条 区長は、公共事業に係る良好な景観の形成のための指針 (以下「公共事業景観形成

指針」という。 )を定めることができる。  

2 区長は、公共事業景観形成指針を定めようとするときは、あらかじめ景観審議会の意

見を聴かなければならない。  

3 区長は、公共事業景観形成指針を定めたときは、これを公表しなければならない。  

4 前2項の規定は、公共事業景観形成指針の変更 (規則で定める軽微な変更を除く。 )につ

いて準用する。  

 

(公共事業景観形成指針への適合 ) 

第21条 公共事業を施行する者は、公共事業景観形成指針に適合するよう努めなければな

らない。  

 

(公共事業の施行に関する助言 ) 

第22条 区長は、公共事業を施行する者から申出があり、かつ、良好な景観の形成のため

に必要と認めるときは、当該公共事業を施行する者その他規則で定める者に対し、助言

をすることができる。  

2 区長は、前項の助言をする場合において、必要と認めるときは、景観審議会の意見を

聴くことができる。  

 

第4章 景観重要建造物等  

 

(指定等の手続 ) 

第23条 区長は、法第19条第1項の規定により景観重要建造物を指定しようとする場合、

法第22条第1項の規定により現状変更の許可をしようとする場合、同条第 3項の規定によ



り条件を付そうとする場合、法第23条第1項の規定により原状回復又はこれに代わるべき

必要な措置を命じようとする場合、法第26条の規定により管理に関する命令又は勧告を

しようとする場合及び法第27条第1項の規定により指定の解除をしようとする場合 (法第

19条第3項の建造物に該当するに至ったときを除く。 )は、あらかじめ景観審議会の意見

を聴かなければならない。  

2 区長は、法第28条第1項の規定により景観重要樹木を指定しようとする場合、法第 31

条第1項の規定により現状変更の許可をしようとする場合、同条第 2項において準用する

法第22条第3項の規定により条件を付そうとする場合、法第32条第1項において準用する

法第23条第1項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な措置を命じようとす

る場合、法第34条の規定により管理に関する命令又は勧告をしようとする場合及び法第

35条第1項の規定により指定の解除をしようとする場合 (法第28条第3項の樹木に該当す

るに至ったときを除く。 )は、あらかじめ景観審議会の意見を聴かなければならない。  

 

(管理の方法の基準 ) 

第24条 法第25条第2項の条例で定める管理の方法の基準は、次のとおりとする。  

(1) 景観重要建造物の修繕は、原則として当該修繕前の外観を変更することのないよう

にすること。  

(2) 消火器の設置その他の防災上の措置を講ずること。  

(3) 景観重要建造物の滅失及びき損を防ぐため、その敷地、構造及び建築設備の状況を

定期的に点検すること。  

(4) 前3号に掲げるもののほか、景観重要建造物の良好な景観の保全のため必要な管理

の方法の基準として規則で定めるもの  

2 法第33条第2項の条例で定める管理の方法の基準は、次のとおりとする。  

(1) 景観重要樹木について、病害虫を防除するための措置を講ずること。  

(2) 景観重要樹木について、必要に応じ、枝打ち、整枝その他これらに類する措置を講

ずること。  

(3) 景観重要樹木が滅失し又は枯死する恐れがあると認めるときは、直ちに区長と協議

して当該景観重要樹木の滅失又は枯死を防ぐ措置を講ずること。  

(4) 前3号に掲げるもののほか、景観重要樹木の良好な景観の保全のため必要な管理の

方法の基準として規則で定めるもの  

 

(滅失等の届出 ) 

第25条 景観重要建造物及び景観重要樹木 (以下「景観重要建造物等」という。 )の所有者

は、当該景観重要建造物等の全部又は一部が滅失し又はき損 (景観重要樹木にあっては、

枯死 )したときは、規則で定めるところにより、速やかにその旨を区長に届け出なければ

ならない。  

 



(所有者の変更等の届出 )  

第26条 景観重要建造物等の所有者が変更したときは、新たな所有者は、規則で定めると

ころにより、速やかにその旨を区長に届け出なければならない。  

2 景観重要建造物等の所有者は、氏名若しくは名称又は住所若しくは所在地を変更した

ときは、規則で定めるところにより、速やかにその旨を区長に届け出なければならない。  

 

(景観形成資源の選定等 )  

第27条 区長は、建築物、工作物、みどりその他の物件等で景観保全上重要と認めるもの

を景観形成資源として選定することができる。  

2 区長は、前項の規定による選定をしようとするときは、あらかじめ建築物、工作物、

みどりその他の物件等の所有者の同意を得なければならない。  

3 区長は、第1項の規定による選定を行う場合において、必要と認めるときは、景観審議

会の意見を聴くことができる。  

4 区長は、景観形成資源を選定したときは、その目録を作成し、公表するとともに、区

民等及び事業者への周知を図るものとする。  

5 前3項の規定は、景観形成資源の選定の変更又は解除について準用する。  

 

(地域風情資源の選定等 )  

第28条 区長は、地域における伝統、文化、にぎわいその他生き生きとした人々の活動及

び暮らしを形づくる生活風景であって、都市景観を形成する重要な要素であると認める

ものを地域風情資源として選定することができる。  

2 区長は、前項の規定による選定を行う場合において、必要と認めるときは、景観審議

会の意見を聴くことができる。  

3 区長は、地域風情資源を選定したときは、その目録を作成し、公表するとともに、区

民等及び事業者への周知を図るものとする。  

4 前2項の規定は、地域風情資源の選定の変更又は解除について準用する。  

 

第5章 景観まちづくり協定等  

 

(景観まちづくり協定の締結 ) 

第29条 区民等は、一定の区域を定めて、その区域内に所有し、又は管理する土地、建築

物、工作物、屋外広告物、みどりその他良好な景観の形成に係る物件等について、それ

らを所有し、又は管理する者の合意により、その区域の良好な景観の形成に関する協定

(以下「景観まちづくり協定」という。 )を締結することができる。  

2 景観まちづくり協定は、次に掲げる事項について定めるものとする。  



(1) 目的  

(2) 名称  

(3) 景観まちづくり協定を締結した者の氏名及び住所 (法人にあっては、その名称及び主

たる事業所の所在地 ) 

(4) 景観まちづくり協定の対象となる区域  

(5) 良好な景観の形成に必要な土地、建築物、工作物、屋外広告物、みどり等の景観形

成に関する基準  

(6) 有効期間  

(7) 景観まちづくり協定に違反する行為があった場合の措置  

(8) 変更又は廃止の手続  

 

(景観まちづくり協定の認定 ) 

第30条 景観まちづくり協定を締結した者は、前条第 2項に掲げる事項を記載した景観ま

ちづくり協定書を作成し、規則の定めるところにより、その代表者を通じて、区長に景

観まちづくり協定の認定を求めることができる。  

2 区長は、景観まちづくり協定がこの条例の目的に照らして適当であると認めるときは、

これを認定することができる。  

3 区長は、前項の規定による認定を行ったときは、その旨を告示しなければならない。  

4 景観まちづくり協定を締結した者は、当該協定を変更又は廃止したときは、速やかに

その代表者を通じて、区長に届け出なければならない。  

5 区長は、前項の規定による変更の届出があった場合において、変更後の景観まちづく

り協定の内容がこの条例の目的に照らして適当であると認めるときは、変更後の景観ま

ちづくり協定を認定することができる。  

6 区長は、第4項の規定による変更の届出があった場合において、変更後の景観まちづく

り協定の内容がこの条例の目的に照らして適当でなくなったと認めるとき及び第 4項の

規定による廃止の届出があったときは、第2項の規定による認定を取り消すことができる。 

7 第3項の規定は、区長が第5項の規定による認定を行った場合及び前項の規定による認

定の取消しを行った場合について準用する。  

 

(景観協定 ) 

第31条 区長は、法第83条第1項の規定による景観協定の認可、法第84条第1項の規定によ

る景観協定の変更の認可、法第88条第1項の規定による景観協定の廃止の認可及び法第

90条第1項の規定による一の所有者による景観協定の認可をしようとするときは、景観審

議会の意見を聴くことができる。  

 

第6章 景観形成団体  



 

(景観形成団体の認定等 )  

第32条 区民等は、一定の区域内における良好な景観の形成を目的とする団体又は良好な

景観の形成に寄与する研究若しくは活動を自主的に行う団体を組織したときは、規則で

定めるところにより、その代表者を通じて、区長に対し、当該団体を景観形成団体とし

て認定するよう申請することができる。  

2 区長は、前項の規定による申請があった場合において、当該団体が次に掲げる要件に

該当すると認めるときは、景観形成団体として認定することができる。  

(1) その活動が当該区域における良好な景観の形成に有効なもの  

(2) その活動が当該区域の多数の区民等に支持されているもの  

(3) その活動が関係者の所有権その他の財産権を不当に制限するものでないもの  

(4) 当該区域内における全ての区民等が構成員となることができるもの  

3 区長は、前項の規定による認定を行ったときは、その旨を告示しなければならない。  

4 第2項の規定による認定を受けた景観形成団体は、活動の内容その他認定事項に変更が

あったとき又は解散したときは、速やかにその代表者を通じて区長に届け出なければな

らない。  

5 第2項及び第3項の規定は、区長が前項の規定による認定事項の変更の届出を受理した

場合について準用する。  

 

(認定の取消し ) 

第33条 区長は、前条第2項の規定により認定した景観形成団体が同項に掲げる要件に該

当しなくなったと認めるとき若しくは景観形成団体として適当でなくなったと認めると

き又は前条第4項の規定による解散の届出を受理したときは、その認定を取り消すことが

できる。  

2 区長は、前項の規定により認定を取り消したときは、その旨を告示しなければならな

い。  

 

第7章 支援、助成等  

 

(支援、助成等 ) 

第34条 区長は、良好な景観の形成の推進に著しく貢献すると認められる活動を行う者に

対して、当該活動に関する技術的支援及び助成その他の措置を講ずることができる。  

第8章 表彰  

 

(表彰 ) 



第35条 区長は、良好な景観の形成に著しく貢献する行為をした者を表彰することができ

る。  

2 区長は、前項の規定により表彰しようとするときは、あらかじめ景観審議会の意見を

聴くことができる。  

第9章 景観審議会  

 

(設置 ) 

第36条 良好な景観の形成を適切に推進するため、区長の附属機関として、東京都台東区

景観審議会を設置する。  

2 景観審議会は、この条例の規定により定められた事項その他区長の諮問する良好な景

観の形成に関する重要事項を調査し、審議するものとする。  

3 前項に定めるもののほか、景観審議会は、良好な景観の形成に関し区長に意見を述べ

ることができる。  

 

(組織 ) 

第37条 景観審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。  

第10章 雑則  

 

 

(委任 ) 

第38条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。  

 

付 則  

(施行期日 ) 

1 この条例は、平成15年4月1日から施行する。ただし、第1条、第2条、第6条、第7条、

第10章及び次項の規定は、平成14年11月1日から施行する。  

(東京都台東区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正 ) 

2 東京都台東区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例 (昭和31年12月台東

区条例第20号 )の一部を次のように改正する。  

(次のよう略 ) 

 

付 則 (平成23年3月16日条例第18号 ) 

(施行期日 ) 

1 この条例は、台東区規則で定める日 (以下「施行日」という。 )から施行する。  

(経過措置 ) 



2 施行日からこの条例による改正後の東京都台東区景観条例 (以下「新条例」という。 )

第10条の台東区の景観計画の効力が生じる日の前日までの間は、東京都が定めた景観計

画 (台東区の区域に係る部分に限る。 )を台東区の景観計画とみなす。  

3 施行日前に東京都景観条例 (平成18年東京都条例第136号 )第10条第1項の規定により東

京都知事になされた届出 (台東区の区域に係るものに限る。 )は、新条例の相当規定によ

り台東区長になされた届出とみなす。  

4 この条例の施行の際、改正前の東京都台東区景観まちづくり条例 (以下「旧条例」とい

う。)第10条の規定による届出をした者についての当該届出に係る旧条例の規定の適用に

ついては、なお従前の例による。  

5 施行日以後に旧条例第 10条第1項に掲げる行為 (景観法 (平成16年法律第110号 )第16条

第1項の規定による届出を要するものを除く。 )を行う者については、新条例第10条の台

東区の景観計画の効力が生じる日の前日までの間は、旧条例第 2章及び第31条の規定は、

なおその効力を有する。  

6 この条例の施行の際、旧条例第23条第1項の規定により選定された景観まちづくり資源

は、新条例第27条第1項の規定により選定された景観形成資源とみなす。  

7 この条例の施行の際、旧条例第26条第2項の規定により認定された景観協定は、新条例

第30条第2項の規定により認定された景観まちづくり協定とみなす。  

8 この条例の施行の際、旧条例第27条第2項の規定により認定された景観まちづくり団体

は、新条例第32条第2項の規定により認定された景観形成団体とみなす。  

 


